
OtemaeUniverSity

国連 ・「子 どもの権利に関する条約」と学校教育改革

子 どもの権 利 行 使 主体 性 と学 校 教 育 の

法 規 ・制 度 ・慣 行 改 革 の 諸 課題 一

The℃onventionontheRightsoftheChild"

andtheReformofSchoolEducation

北 川 邦 一一

KunikazuKITAGAWA

はじめに

「子 どもの権利に関す る条約」は、1989年11月20日 、 第44回 国際連 合総 会で採択 され、

翌90年9月2日 、20ケ 国以.ヒの批准 ・加入 とい う条件を充た して国際条約 として発効 した。

91年7月31日 現在、93ケ 国が批准 ・加入 をしている。 日本国政府 も90年9月21日 、署名

を済 ませ批准の意 を表明 してお り、多少の留保は予想 されるものの、批准は時間の問題とみ

られる。

しか し、 日本における子 どもに関す る法規 ・制度 ・慣行の現状 と同条約の原則 ・規定の間

には多 くの矛盾がある。 日本の憲法学の通説 、有権的解釈のいずれにおいて も条約の法的効

力は憲法に次 ぎ、法律 よりは優越するとされる。同条約の批准は、その条規に反する法規 ・

制度 ・慣:習の見直 しを迫るものである。

筆者 は、基本的には、同条約(以 下、混乱のおそれのない限 り単 に条約 とい う。)の 原則

と諸規定 を適用す ることが 日本の学校教育の改善に資する、特に、条約が子 どもを権利行使

の主体 として認めている点がわが国の学校教育の改革 にとっては画期的な意義 をもっている

と考 えている。

本稿は、この観点か ら、条約の批准、特にその第12条 から第16条 及び第5条 、第18条 の

適用 に応 じて必要 となると考えられる日本の学校教育に関する法規、制度、慣行の改革の諸

問題 を論 じるP。

(一)意 見 表明権

条約第12条 第 ユ項 は、自己の意見をまとめる能力のある子 どもは、 自己に影響 を与 える
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すべての事柄について自由に意見 を表明する権利 を有 し、子 どもの意見 はその年齢 と成熟 に

応 じて正当に重視 されるべ きことを定めている。又、同条第2項 は、 この 目的のため、子 ど

もには自己に影響を与 えるあらゆる司法手続 き、行政手続 きにおいて、国内法の手続 き規則

と合致す る方法で、直接 に、又は代理人若 しくは適切 な団体 を通 じて聴聞される機会が与 え

られなければならないと定めている。

この意見表明権 は、単に大人の権利 を子 どもに適用 したものではなく、子 どもの権利の保

護 に関す る今 日的な国際文書の趣旨を受けて、子 どもに特有の権利 として条約が明示 したも

のと言える2)。

(1)生 徒規則等の制定 ・改廃 に対する児童 ・生徒参加

中、高等学校の生徒規則、小学校の 「学校生活の きまり」等 のいわゆる 「校則」(以 下、

小学校 のもの も含める時には 「生徒規則等」 という)は 、各学校生活にお いて定め られた、

児童 ・生徒一般が守るべ きとされる学校 を中心 とした日常生活 を規律する規範である。生徒

規則等(「 校則」)の 概念及び法的性格 については諸説があるが3)、その一部は、学校懲戒 の

基準 とされ、特 に高等学校では懲戒処分等 においてその根拠 とされ、訴訟 において裁判基準

として扱われてお り、その限 りで法規範である。

このような生徒規則等のあ り方は、学校において子 どもたちに及ぼす影響の最 も大 きい事

項であ り、これに対する子どもの意見表明権の保障は必要不可欠である。その意見表明は生

徒規則等の性格上、単に児童 ・生徒個々人の意見表明だけでな く、児童 ・生徒総体の意見表

明が認め られるべ きであ り、その意見 を 「年齢及び成熟度 にふ さわしく正当に重視する」 と

は、単 に個々人の意見表明の自由が保障されることや生徒集団の意見が予め聞 きおかれるこ

とに終わるべ きでな く、父母や教員の保護 ・指導 を含む制定 ・改廃 の協 同決定過程への生徒

集団 としての参加であるべ きである。

ところが現実には、生徒規則の制定 ・改廃に際 しての生徒参加 は、以下の調査等が示すよ

うに余 りにも不十分である。① 中学校で2～3%・ 高等学校で推計4～5%(坂 本秀夫 ・1

987年)、 ②生徒規則の制定 ・改廃に際 して生徒の意見が配慮 されている中学校 は最大限 に

見積 もって四分の一 と見 られる(打 田修 ・1988年 、校長回答)、 ③大阪府内の国公私立高校

対象の調査回答126校 のうち 「校則」の制定 ・改廃 に際 して 「生徒全員 か ら意見 を聞 く」:

2、 「生徒会か ら意見 を聞 く」:47、 両手続 き及びその他の方法 に より生徒の意見 を聞 く:

2で あ り、「校則」の制定 ・改廃の起案 ・審議 ・決定機 関への生徒 ・生徒会(代 表)参 加 は

合計11校 である(大 阪弁護士会 ・1988年)。

生徒規則等の制定 ・改廃 については、生徒 ・児童の意見表明を学校で一定の制度 として保

障する必要がある。中 ・高等学校 においては制定 ・改廃への生徒会参加 を法制化すべ きであ

る。
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(2)退 学処分等の聴聞制度法定の必要

学校教育法第11条 、同法施行規則第ユ3条は生徒 ・児童に対する懲戒について定めている。

又、同法第26条 、第40条 は 「性行不良であって他の児童(生 徒)の 教 育 に妨げが ある と認

める児童1生 徒)」 の保護者 に対 して当該児童(生 徒)の 出席停止を命 ず ることが で きる旨

定めている。 しか し、上記法規 を含め国の法規における懲戒処分 ・出席停止 に際する聴聞の

定めは皆無である。

判決例 として、福島県立磐城高校懲戒処分取消請求事件福島地裁判 決(昭47五 ユ2)4}は、

「原告の行動 はすべて学校側の直前で行われた ものであ り、原告の行動 の動機及 び理 由は原

告が直接 間接 に被告 に対 して明 らかに しているのであ り、原告の人格については…、級担任

教師 を通 じて把握 されているのであるから、この ような事情のもとにおいては、必ず しも別

個 に弁明の機会 を作る必要はないということがで きる。」 と述べている。

又、大阪府立生野高校退学処分取消請求事件大阪地裁判決(昭49.3.29)51は 、 「学則 に特

別の規定があるかあるいは慣行のある場合 を除き、処分に先立ち、被処分者たる生徒の弁明

をきくか否かは、処分権者たる校長の裁量にまかされていると解 される」 と述べている。 な

お、 この事件 においては、高校生の退学処分にあたって、本人の留年希望 と親権者の自主退

学説得意思 とに齪齢があ り、学校側が生徒本人の意思を確かめることな く速断 して後者 をと

り新学年度に被処分者本人生徒が留 まるべ き原級 を設定せず、その後 も長期 にわた り本人 と

親権者の意思の一致の得 られない まま一年四カ月余の経過の後に退学処分に至 ったとの経過

がみ られる。

文部省当局者は、上記大阪地裁判決や福島地裁判決を論拠 として、「判例上 も生徒 に弁明

の機会 を与 えることが学校側の義務であるとい うようには解 されておらず、その機会を与 え

るべ きか否かは学校すなわち処分権者たる校長 に任 されている」のとの見解 を示 して きた。

各都道府県立高等学校等について教育委員会が定める管理規則では、千葉県 「県立高等学

校管理規則」(昭 和54年4月1日 教育委員会規則第1号)第43条 が 「懲戒処分の告知は、保

護者の立会いの うえ、校 長が行 うものとする。」 と定めていることの外 には、生徒 の聴聞 ・

親の立 ち会い等の手続 き規定 は見 られない。1990年 現在、9つ の府 県教育委員会の高等学

校管理規則には授業料滞納による退学 ・除籍 ・出席停止等の規定があるがその際の聴聞 も規

定 されていない,,

以上のような状況を考 えると、①条約第12条 第2項 を具体化 す るために、生徒 ・児童 の

教育を受 ける権利 に係る法的地位の変動 をともなう退学、停学、「謹慎」 の懲戒処 分及び除

籍、出席停止 については、特に聴聞の機会を設けるべ きであ り、それ を生徒の権利 として確

保するための法律 を制定するべ きである。② これ らの処分の重大性 を考 えると子 どもを代理

し又は子 どもに同意 を与 える親権者の聴聞 も法定するべ きである。③退学及び除籍の場合に

は特 に、子どもの利益が第…次的に優先 されるよう、生徒 の意思、親の意思、学校の秩序の
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慎重な考量が可能な仕組みを創出 しなければならない。④学校の管理主義的傾向 を考慮する

と、退学や除籍等の重大処分の場合には第三者的機関を設 けてその もとで聴聞を行 うように

することも検討す るべ きである。

(3)学 校運営全般 に関する生徒の意見表明

学校の運営 は全般的にいずれも子 どもに影響 を与 える最 も重要な事項である。それ故、条

約第12条 の精神に従えば、以下の事項 を含めて、児童生徒の年齢 と成熟度 に応 じた意見表

明のあ り方、それを正当に重視する学校運営のあ り方が追求 されなければならない。

①各校の教育 目標 ・基本方針づ くり ②学校 としての教育課程の編成 ③入退学や進級

判定の基準の制定、懲戒処分 ・出席停止等児童生徒の身分扱い ④学校内部での予算編

成 ・監査 ⑤学校行事の方針 ⑥課外 クラブの方針 ⑦クラス編成 ⑧施設設備の利用 ・

管理方針 ⑨教科書 ・教材、教具の選定の基本方針

特 に高校生に関 してはぐ欧米 に倣 って、意見表明権が学校の管理運営全般の協同決定への

代表参加や、事項 によっては全員投票、生徒総会議決等 として法律によ り制度化 されるべ き

である。条約が直接に学校運営への生徒集団の参加を明示 しているわけではないが、論理的

にはそれが要請 されている。それに至 る過程においては、地方 レベル、学校 レベ ルでで きる

ところから実現 を目指すべ きである。なお、上記の うち、⑨の学校図書の一部選定等及び⑤、

⑥、⑧ 、等 については現 に子 どもの意見を聴 いている例 も多々あるが、 もっと一般化するこ

とが望 まれる。

日本においては、遠い将来のことに思われるが、⑩校務分掌方針、⑪成績評価 ・評定の基

本方針、⑫教職員人事への参加 も米国での例等か らも充分考 えて よいことである。

(4)学 校 の管理 ・運営への親参加

子 どもの親権者 ・保護者 としての親の立場に加 えて、条約第5条 の親の指示 ・指導の責任 ・

権利 ・義務の尊重及び条約第18条 に規定 された子 どもの第一次的養育責任者 としての親の

立場 を考慮す ると、上述の生徒規則 ・児童 の生活の きまりの制定改廃及 びその他 の学校運営

に関す る子 どもの意見表明 ・参加 をバ ック ・ア ップす るために、これ も欧米で種々の形態でみ

られる親集団の学校運営全般への権利 ・権 限ある参加の制度が法定 されなければならない。

現在のPTAも 、学校運営への親の一定の参加を可能に しているが、学校教育の基本的な

あり方への親の関与 は基本的に否定されてお り、親 には学校 の運営 の決定に関する何等の権

利 ・権限 も法定 されておらず、そのことがPTAを 通 じての学校教育へ の親の参加その もの

を低調 なものにしているとも考えられるのである。

また、子 どもの懲戒処分に関 しては、既述のようにその過程における親の意見表明の責任 ・

権利 ・義務、学校 による親の聴聞の機会の設定義務が法制化 されるべ きである。
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(二)表 現 ・情報 の 自由

条約第13条 は、第]項 で、① 子どもが表現 ・情報の 自由の権利 を有す ること、② この権

利 は、子 どもが選ぶあらゆる方法により、あらゆる種類の情報及び考えを求め受け伝 える自

由を含むことを規定 している。又、第2項 で、③ この権利の行使の制限は、[ll法 律 に よ

り、かつ、[2]次 の 目的のために必要な場合に しか行 い得ないと定めている。(a>他 の も

のの権利又は評判の尊重。(b>国 の安全、公の秩序、又は公衆の健康若 しくは道徳の保護、,

(1)麹 町中学校事件最高裁判決の問題性

麹町中学校内申書事件最高裁第2小 法廷判決(1988.7.15)は 、ビラ配布による学習効果

の減殺等の弊害 を未然 に防止す るために生徒会規則によって学校内における文書の配布 を学

校 当局の許可にかからしめ、その許可のない文書の配布 を禁止することは、必要かつ合理的

な範囲内の制約であって憲法21条 に違反す るものでない、 と判示 している7)。

「必要かつ合理的な範囲」であれば法律の定めによらず とも子どもの表現 の 自由 を学校が

制限で きる、 とい う上記最高裁の判旨が条約第13条 に反することは明白である。

(2)許 可制等 を定めている生徒規則の改定

高等学校生徒規則の掲示 ・文書配布 ・放送 に関す るものには、生徒の表現 ・情報の自由を

制限 しているものが きわめて多い。これらは、学校 において特定の場合には子 どもの表現 ・

情報の自密を制限で きるとの法律が新たに定め られない限 り、条約が批准されれば、それに

反することとなる、、

①特 に、可否の基準 ・理由を明示することな く生徒指導部等による許可制 を採っている も

のは、人権 を制限で きるのは他の人権やその総合 としての公共の利益等 に限られるとい う民

主的な法理の常識 さえ欠いたもの として、現在で も直ちに改正の必要がある。

② 「届 け出」の語 を用いていて も表現 ・情報活動が生徒の自由 ・権利であることを周知 さ

せず 「届 け出て生徒指導部の指導を受けること」 としている例が多いが、 日本の学校の従来

の大勢 と{、ては自由抑圧に機能 してきた とみ られる。児童 ・生徒の表現 ・情報活動に対する

教職員の指導は一定の範囲で正当なもの として成立 し得 るが、その前提 として表現 ・情報の

自由が学校における生徒の権利であることが生徒 に周知徹底 されていなければならない。

従 って、表現 ・情報 に関 して届出制 を定めている生徒規則等でその前提 としての表現 ・情

報 の自由の保障 を明示 していないものは、条約批准以前で もその改定が必要であろう。

(3)営 利活動等 に関する表現 ・情報活動 を規制す る法律制定の必要

物品販売、営利活動、金品の募集等に関す る掲示 ・文書配布 ・放送等を…律 に禁止 してい

る生徒規則の例がみ られる。 この種の規則 も、これらを禁止 ・制限 し得 るとする法律の定め

られていない現状では明らかに条約違反 となる。
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学校において児童 ・生徒の物品販売や営利活動、金品募集に係 る表現 ・情報の自由を授業

時間外であるとして も無制限に認めることは、児童 ・生徒 の教育を受 ける権利、学校の教育

目的を損 なうことがあ り得る。条約の批准に際 しては、これらの自由を必要 な限 りで制限す

る法律を定めることが必要である。

(4)政 治、宗教 に関す る表現 ・情報の自由を禁止 ・制限 している生徒規則の改正 ・検討

①高等学校生徒規則の中には、政治又は宗教に関す る掲示 ・文書配布 ・放送等 を一律 に禁

止 している例がみ られる。生徒の これ らに関わる表現 ・情報の自由を一律に禁止することは、

現在で も教基法第8条 第1項 の政治的教養の尊重の規定、同法第9条 第1項 の宗教 の尊重の

規定に違反 してお り改定の必要がある。政治又は宗教 に関す る表現 ・情報活動一一般が、前記

条約第13条 第2項 に規定す る自由の制限が必要 な場合 に該当するとは到底言い得 ないので、

上記の ような生徒規則の規定が条約 に違反することも明らかである。条約の批准に際しては、

上記の ような生徒規則 は改定する必要がある。

②同時 に、教基法第8条 第2項 は学校の政治教育 ・政治的活動に、同法第9条 第2項 は国

公立学校の宗教教育 ・宗教的活動に一定の制限 を加えている。児童 ・生徒個人およびその集

団の活動 と学校の活動 とは区別 されるべ きであ り、学校 に対する制限がその まま児童 ・生徒

に対する制限ではない。 しか し、教基法が前記政治的教養の重視、宗教の尊重の反面 として、

学校の政治活動、宗教活動 を制限 している趣 旨は、児童 ・生徒が民主社会 における自由な政

治活動、宗教活動の主体への成長 ・発達の豊かな可能性 を保障するためのものと解釈 される。

従 って、たとえ児童 ・生徒集団の 自由な活動 によるものであれ、学校生活 において個々の児

童 ・生徒が政治的思想や宗教的信念に関 して実質的に自由な選択がで きないほどに特定の政

党 ・政派や宗教 ・宗派が支配的であることは、学校のあ り方 として教育基本法により禁止 さ

れていると解釈 され、 この限 りで児童 ・生徒の政治的、宗教的表現活動 は教基法 により一定

の制限を受 ける。

この面から特定の宗派的、政党的活動が学校において支配的にならないように児童 ・生徒

の政治的、宗教的表現 ・情報の自由に一定の制限を課す ることが教基法に適合するもの とし

て存立 し得 る可能性がある。 しか し、子 どもの権利条約第13条 第2項 は、子 どもの表現 ・

情報の自由を制限する場合、「子 ども(で ある児童 ・生徒)の 自由」 をそれ と して制 限す る

法律の定めを求めていると解 されるから、この種の子 どもの自由の制限がで きる との明文に

よる法律の定めが新たに必要である。

(5)学 校の財産 ・経費を用いる場合の民主的な基準の形成

学校の施設、設備、物品、経費 を用いての掲示、文書配布、放送等の児童 ・生徒の表現 ・

情報活動 は、財政的物質的に制約があ り得 るので、児童 ・生徒の権利性 を明確 にす るととも

に、必要 な限 りで民主的な基準を定めてそれに従 うという制限 を受けざるを得ない。例えば、
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特定の生徒集団だけが掲示板や印刷機 ・用紙、放送施設 ・機器を独 占的 に使 用す るな どは

望 ましくなく、民主的教育的な基準に基づ く権利の調整が必要である。そのためには、既述

の生徒規則 ・学校生活の きまり等の制定 ・改廃への児童 ・生徒参加が必要である。

現在の生徒規則 における基準 を明示 した届 け出制 による掲示、文書配布、放送規定のうち

にはそのような役割 を果たす もの として是認 し得 るものもあ る。 しか し、条約を批准す る以

上は、たとえ届け出制であって も子 どもの表現 ・情報の自由 を制限す る限 り、条約第13条

第2項 の要請により、その根拠 を与える法律の定めを創設する立法措置が必要である。

(6)児 童 ・生徒の表現 ・情報の自由の事実上の教職員による一方的制限の廃止 、

以上については、生徒規則等によって一定の正当性の形式 をもって児童 ・生徒の表現 ・情

報の 自由が恒常的に制限 され得る場合について述べて きたが、現実には、何等の定めもな く、

実際上、生徒会新聞の内容 を教員が検閲する、生徒会規則 に関するアンケー ト用紙 を配 らせ

ない、文化祭の音楽や演劇、模擬店等の内容 を教職員が…方的に必要以上に規制す る等の事

例が伝 えられている。条約 を批准するな らば、当然、条約の定めに沿 うよう改めなければな

らない。

(三)思 想 ・良心 ・宗 教 の 自 由

条約第M条 は、子 どもの思想、良心、宗教の 自由の権利を保障 してい る。① その第1項

は、「市民的お よび政治的権利 に関する国際規約」(1966年 発効、日本79年 批准)第18条 第

1項 ほどには、この自由の 「自ら選択する」 自由及 び 「礼拝、儀式、行事、教導」 を通 じて

表明する自由 としての内容 を明示 してはいない。②同第2項 は、この子 どもの権利行使に当

たって親 ・法定保護者が、「子 どもに指示 を与 える」権利 ・義務 を締約 国が尊重すべ きこ と

を明示 している。条約第5条 に定め られた子 どもの権利行使に際 して 「親が指示する権利 ・

義務」 の尊重 という一般原則が、具体的な権利 としてはこの条項の権利 にのみ明示 されてい

ることは、思想、宗教、良心 についての親の役割の大 きさを示す ものと考えられる。③上記

入権規約第18条 第4項 が、親 ・法定保護者が 「自己の信念 に従 って子 どもの宗教 的及 び道

徳的自由 を確保す る自由」 を規定 しているのに対 して、条約ではそのような規定は無 くなっ

ている。思想 ・良心 ・宗教の自由が第…次的には子 ども自身の権利であることが より明確 に

されたもの と評価 される。④条約同第18条 第3項 は、思想 ・良心 ・宗教の 自由につ いて は、

これを外的に表明する(malllfest、nlanifester)場 合に しか表現 の自由 と同様の制 限が行 わ

れ得 ないことを定めている8}。

臼)「 君が代」斉唱 ・日の丸敬礼の問題性

学習指導要領 における 「君が代」の斉唱指導の規定及 びこれに基づ く学校教職員による君

が代の児童生徒 ・親の意思 に反する斉唱指導は憲法の主権在民の原則及び本条に違反するも
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の として認められない。

①1989年 文部省告示学習指導要領 は、「君が代」を指 して 「国歌の斉唱を…指導す るもの

とす る」 としている。 これは明確 に日本国憲法の定める主権在民の原則 に違反 してお り、こ

れ自体 、憲法第98条 第2項 により無効である。②憲法が主権在民 を原則 としている とい う

ことは、 日本国民の大多数はこの原則 をその思想 ・良心 としているとい うことであ り、子 ど

もも成熟 と年齢 に応 じてかかる思想 ・良心 を相応 に有 してい ると判断される。親の指示 ・指

導 もこの方向にあることが当然 に予想 される。又、「君が代」 斉唱反対 を表明す ることは、

暴力的手段 による等でない限 り、通常、本条約第14条 第3項 の 自由 を制限 し得 る場合 に当

たらない。従 って、全 くの悪ふざけ等 を別 とすれば、「君が代」斉唱にそれ と して反対 して

その思想 ・良心 を表明する子 どもに学校の教職員が斉唱を強制することは、子 どもの思想 ・

良心の自由ない しそれに関する親の指示 ・指導の尊重 に反す るものであって、本条約 に従 え

ば許 されない。③行政機関が教員に、入学式や卒業式等における君が代斉唱指導を指示乃至

強制す ることは、学習指導要領 とい う公の機関の文書(し か も政府 ・文部省の解釈によれば

法的拘束力 を有す るとされる文書)に よる場合 も含めて、① に既述 のように憲法違反である

だけでない。② に述べたように当然に予想 される、本条約第14条 第1項 の子 どもの 自由な

い し第2項 の親の指示 ・指導の権利 を教員が抑圧す るよう国家行政機関が指示 ない し強制す

ることであって、それ自体条約第4条 の締約国の実施義務違反である。④児童 ・生徒 自身の

思想 ・良心 ・宗教 ない しはそれに関す る親の指示 ・指導に反 して 日の丸への注 目 ・敬礼 を指

導す ることは、本条違反 となる。

(2)私 学 における 「宗教」の時間 ・宗教行事の代替授業の保障

私立学校の宗教教育の根拠 としては教育基本法第9条 、学校教育法施行規則第24条 第2

項があ り、これらの規定 による私立学校 の宗教教育の一定の自由が認め られる。 しか し、幼

稚園や高等学校についてのわが国の現状 は、世俗的な公立学校教育が受けられる権利が保障

された上で宗教教育を含 む私立学校選択に自由が成 り立 っている義務教育の場合 と異 な り、

子 ども ・親が望む世俗的教育又は宗教 ・宗派教育 をす る(又 は しない)学 校 を自由に選び得

る実態にない。そのような場合に国か ら特別の保護 を受 けている私立学校 にのみ一方的に宗

教的行事や 「宗教」時間の内容設定 を認めるだけではその反面において子 どもの宗教の自由 ・

これに関する親の指示 ・指導権 を軽視す ることとな り不公平である。

日本国憲法第20条 第1項 、第2項 及 び条約第14条 によるならば、宗教系 の私立学校 にお

いて、子 どもやその権利行使の指示 ・指導者 としての親が宗教 を信 じない場合や学校の宗教

とは異 なる宗教 を信 じる場合には、「宗教」の時間や宗教行事 を欠席 し代替教育 を受 ける権

利を認めるよう法規で明確 にす る必要がある。この代替授業は、子ども ・親の要求する宗教 ・

宗派の ものであることは必ず しも必要ではないが、少な くとも非宗教的な ものが準備 される

必要はあろう。
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(3)国 ・公立学校における宗教的少数者の不利益扱 いの問題

「エホバの証人」派等の宗教的理由によって体育における格闘技 を見学乃至欠席す る場 合

やキリス ト教信者が信仰 によって日曜参観授業 を欠席する場合}1に それ を教務措置上不利益

扱いす ることは、条約第14条 によれば認め られない。単に欠席 とい う消極的手段 で宗教 的

信念を表明す ることは同条第3項 が認める制限を課す ることがで きる場合に該当するとは考

えられないからである。

しか し、このような場合に、子 どもの受 けるべ き教育の見学 ・欠席等による不足を学校 が

代替授業等 によって補 うことを教育 を受 ける権利 としてどの程度 まで要求で きるかは、憲法

第20条 第3項 、教基法第9条 第2項 の定めによる国公立学校の非 宗教性 の要 請を踏 まえて

:考量 しなければな らない。

(4)学 習指導要録、調査書(「 内申書」)等 の 「備考」欄、「特記事項」欄等の記載

学習指導要録、調査書(い わゆる 「内申書」)の 「備考」「特記事項」「出欠の記録」 等の

欄その他で思想 ・信条等に関連す る記述がある場合には条約第14条 に違 反す ることにな る

ので削除するべ きである。

①前出の麹町中学校内申書裁判事件(1971年 提訴)で は、調査書の 「備考」 「特記事 項」

「欠席の主な理庄1」の欄等 に生徒の思想 ・信条に関する記載が行われ事実上それが原因となっ

て希望高校 に進学できなかったと判断される。 この事件に関する前記最高裁判決G988.7.

15)は 、参加組織名、 ビラ配布、集会 ・デモ参加、機関誌配布等の行為 を調 査書 の上記欄

等の単に記入 した ことを、単 に外部行為 を記述 した ものであって思想、信条自体 を記述する

ものでない としているユL}'。しか し、思想、信条等人問の精神的内面は外部行為 を通 じて しか

外に現れ得 ない。このような最高裁判 旨は明らかに強弁である。

② この事件の裁判 を通 じて、従来か らも問題にされていた、調査書の 「備考」「特記事項」

「欠席の主な理由」「総合所見」「総評」等 々の欄 における学科成績以外の事項の記述 が、生

徒の思想、信条 を入学者選別の資料 にす るとい う意味での差別につながることの危険性が特

に社会的に明らか になった。憲法及び条約第14条 の子 どもの思想、 良心 、宗教の 自由の保

障規定によれば、思想、信条に関す る事項 を高等学校入学者選抜の資料 にすることが認めら

れないのは明白である。 ところで、上記最高裁判決の強弁が逆に示 しているように、入間の

思想、信条はその外部行為の記述 によってある程度 まで記述することができる。現に上記事

件内申書はそれ をしていた。人間の思想、信条は外部行為 を通 じて表現 されるし、全 く外部

行為によって表現 されない思想 ・信条は、社会的意味が薄いからである。調杳書の 「総評」

(の学科成績以外の記述)「 行動(・ 性格)の 記録」「特記事項」「欠席の主な理由」欄等の記

述か ら思想、信条 に関する記述 を厳密 に取 り除 くことは、論理的には不可能であると考えら

れる,,

他方 、憲法の、すべての国民に 「能力に応 じて等 しく教育 を受ける権利」 を保障せ よとの
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要請 は、学科 ・教科の学習能力以外の資質については、差別せずに教育を受 ける機会 を等 し

くせ よとの意味 を含んでいると考えられる。

従 って、少な くとも、暴力等 により学校における他人の人権又は教育 を受ける権利 を侵害

した というような特別の場合 を別 として、一般 には、高等学校 について入学者の選抜の資料

として調査書(内 申書)を 利用す る場合、それに必要不可欠な学科成績以外 の事項 の記述、

すなわち、「総評」(の 学科成績以外の記述)、 「行動(・ 性格)の 記録」、「特記事項」、「欠席

の主な理由」等の記述欄は、不要であ り削除すべ きであると考えられる。教育の継続性 を保

障するためならば、それらの事項 は選抜の資料 とはせず入学後に出身校か らそれらの事項 を

含む文書 を送付すれば充分である。

③法規や生徒規則等への違反やそれに対す る懲戒の事実 を指導要録や内申書に記載するこ

とは、思想 ・良心 ・宗教の自由の問題 とは一応、別であ り、麹町中学校事件の場合、最高裁

判決によれば、学校により答められて当然の問題行動が原告の中学生の側 にもあった。

しか し、今 日の 日本では九割以上が高校教育 を受けてお り高校教育を受 けることは子 ども

の権利 と考 えるべ きこと若 しくはそれに近い状態 にあること、公立中学校では退学や停学 は

認め られてないなど社会的に も中学生の未熟 さが許容 されていること等 を考慮すると、当該

事件における程度の中学生の問題行動 をもって高校教育を受 ける機会自体 を奪 うことは過酷

であると考えられる。むしろ、高等学校進学 を過去の過ちを精算す る機会 とすることを期待

して受験先の高校への調査書 には上記のような記述はするべ きではないと考えられる。

(四)結 社 ・集会 の 自由

条約 第15条 は、第1項 で子 ど もの結 社 の 自由freedomofassociation,lalibert6d'association

及 び平 和 的な集会 の 自由freedomofpeacefulassembly,lalibert6der6unionpacifiqueを

保 障 して い る。次 に第2項 で 、 この権利 の行使 につ い て は、次 の① かつ② の場 合以外 、 いか

なる制限 も課す るこ とがで きない と して い る。① 法律 に定 め られ た制 限。② 国の安全 、公 共

の安 全若 しくは公 の秩序 の ため、又 は、公 衆 の健康 若 しくは道徳 の保 護 又 は他 人 の権 利及 び

自由 の保 護 のため に、民主 的社 会 にお いて必要 な制 限。

子 どもの結社 ・集会 の 自由 を明記 した この 第15条 は、 この 条約 の 条文 の 中 で も、 条 約 が

子 どもを権利行 使 の主体 と して とらえ直 した ことを最 も明確 に示 す もの と考 え られる。従 来、

子 どもの権利 を一応 認 め る考 え方 において も子 ど もを専 ら保 護 す るべ き対 象 とみ る傾 向が強

く、 自 ら団体 を組織 し又 は集会 を組織 す る能 動的 な権 利 を子 どもたち に認 め る ことは明確 で

なか ったか らで あ る。

(1)条 約 に違 反す る生徒規則 ・慣 習

高等学校 の生徒 規則 にみ られ る大 きな傾 向 は、先 ず学校 のそ れな りの教 育 の 目的 ・目標 や
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意義 による枠付 けをし、学校の管理職や教職員がそれに合致す ると考える範囲内で(多 くの

場 合個別に、)集 会や団体結成 を認めるとい う場合が多い。「届け出」の語が用い られている

うちの多 くも、実際は教員の事前の強い 「指導」が、権利性 を損ねているとみられる'!1。

条約に従い、集会 ・結社の自由の基本的人権性 を明確に し保障することを基本 として、その

上で学校における他の者の人権及び生徒 の教育 を受 ける権利 との総合調整ない し相互調整上

必要不可欠な制隈のみを客観的な基準に基づいて加 えるとい うように改定するべ きである。

12>生 徒会連合禁止文部省通達等の撤回

文部省初等 中等局長通達 「高等学校生徒会の連合的な組織 について」(ユ960年1は 、高校

の生徒会連合の禁止を指示 している。 又、初中局長通達 「高等学校 における政治的教養 と政

治的活動 について(文 部省見解)」 ほ969年)は 、法律の根拠に基づ くこともな く、 高校生

の政治活動の全面禁止に近い制限を指示 してお り、条約の結社の自由、集会の自由に反する

内容 となっている拙。これらの通達が上述の生徒規則による生徒の権利抑圧の重大な要1天iに

もなっていたとみ られる。条約批准に際 しては、通達による弊害 を…掃するために も、又、

文部省が子 どもを権利行使の主体 としてみる条約の精神 を受け入れたことを明確 にするため

にも、 これ らの通達は撤回するべ きである。

(五)プ ライバシ イ、通信 、名誉 の保護 、教育 に関す る自己情 報 を知 る権利

①条約第16条 は子 どもがプライバ シイ、家族、住居 、通信、名誉 、評判 について保護 を

受 ける権利 を有す ると規定 している。②プライバシイの保護には、自己情報の開示請求 ・誤っ

た自己情報への異義 申し立て修正機会の保障 という要請 も含まれる。③関連 して、既述のよ

うに条約第13条 は子 どもがあらゆる種類の情報 を求め受け伝 える 自由 を保障 している。④

そ して条約第28条 第1項(d)は 特 に教育 及び職業に関する情報及 び指導をすべての子 どもに

開放 ・利用可能 にするべ きことを定めている。⑤以上によるならば、特に、「内申謝(調 査

書)、 学習指導要録、入学者選抜試験 ・就職試験 の成績 ・判断、その他、 子 どもが教育 に関

する自己情報 を知 る権利 は、特 に第13条 第2項 により、次 の① かつ② の場合以外 は認め ら

れなければな らない。①(a)他 の者の権利又は評判を損 ない、 又は、(b)国 の安全 、公 の秩

序、公衆の健康又は道徳 を損な う。②法律の定めに基づ く。

(1)子 どもの入格 ・プライバシイの尊重

学校では、子 どもが自主性 、誇 り、人間 としての尊厳性 、等 を有 し、他人にむやみに自分

の内面 に踏み込 まれた くない感情 をももった人格的存在であることを尊重すべ きである
。

中学生や高校生のカバ ンの中の持 ち物 を抜 き打ち検査で開けさせる、それ を体育など生徒

がいない ときに知 らない問にやる、授業中に見ていたか らといって手紙 をと り上げる、その

中味 を読 む、生徒会 に来た手紙 を読む、等 は、子 どもの人格 ・プライバシイを軽視す ること
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であるので改めねばならない13}。

(2)性 格 テス トの問題性

学校で 「性格テス ト」 と通称 される子 どもの性格 ・心理の調査が行 われている場合がかな

りあるようである。 しか し、その教育的意義に疑問があるとともに、 どの ように使われどの

ように他への情報漏れが防止されているか明確でない、結果が子 ども本人又 は親に知 らされ

ていないなど、子 どものプライバシイの保護が明確でないことが重大問題である回。

(3)情 報公開条例

1989年12月 末現在で、情報公開条例 ・要綱 を備 える地方公共団体は32都 道府県 、129市

区町村であるが、自己情報開示請求権が明記 されているところは4府 県(神 奈川、埼玉、大

阪、三重)・32市 区町、自己情報訂正請求権 も明示 されているところは2府 県(神 奈川、 大

阪)・22市 区町にとどまっている'5)。

情報公開制度を利用 しての追跡調査では学校の教育委員会への体罰報告書が事実 を歪曲 し

て報告 している事例が明らかにされている。学校の公開性 ・公正 さの維持、体罰抑制等のた

めに も自己情報の開示請求権 ・訂正請求権は重要であ り、制度の整備 ・改正が求め られる。

(4)電 算機個人情報保護法の問題点

「行政機関の保存す る電子計算機処理に係 る個人情報の保護 に関す る法律」(昭 和63年 法

律第9号)は 、第13条 で 自己情報 ファイルの開示請求権を定めているが 、その但 し書 きで

学校における評価及び入学試験成績等は、その限 りでないと規定 している。 条約 第16条 の

趣旨に沿 うためには、電算機処理に係る学校の評価 ・入試成績等 を本人開示 しなくて もよい

場合があるとすれば、なぜそ うなのか、特に上記条約第13条 第2項 に該 当す る理 由を明 ら

かに しなければならない16)。

(5)高 槻市内申書開示請求事件

1991年1月7日 、高槻市立中学3年 生 ・森本三樹子さんは、高槻市 長に対 して同市個 人

情報保護条例第17条 に基づ き、同年2月 作成予定の同年の大阪府公立高等入学者選抜 のた

めの調査書(内 申書)の 開示 を請求 した。市教委の非開示決定、同市個人情報保護審査会へ

の異義申 し立て、同会の全面開示答申、市教委の再度の非開示決定 を経て、同年6月20日 、

森本 さんは、市教委 を被告 とし調査書(内 申書)を 開示 しない とする処分の取 り消 しを求め

て大阪地裁に提訴 した。

その訴状 は、「調査書 をめ ぐる現在の問題点」 として①誤記、②恣意的 な不利益 記載、③

学校内の管理強化の手段 としての調査書、④内申書の点数操作 を挙げ、内申書開示はこれら

の問題点 を正 してゆ くことに資す るとしている。

訴状 によれば、内申書開示請求の正当性 は次の理由等による。① 内申書開示請求 は 「他人

が 自己についての どの情報 をもちどの情報をもちえないかをコン トロールす る事 がで きる」

点 を本質 とする人権 としてのプライバ シイ権の行使であ り、 日本国憲法 第13条 に よる保護
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を受 ける。②子 どもない しその親の教育情報の開示請求権 は憲法第26条 の教 育 を受 ける権

利の内容に含 まれる。③1979年 に日本 も批准 した国際人権規約B規 約第ま7条、1990年 に

国連で発効 した子どもの権利条件第28条 第1項(d)等 、国際人権法は、教育上の自己情報開

示請求権 を認めている。④ アメリカや ドイッ等、諸外国の例がある。⑤開示請求手続 きを含

む高槻市個人情報保護条例 の定めがある。

他方、同91年2月13日 、市教委が個人情報保護審査会に提出 した弁明書 において市教 委

が内申書 を開示 しない とする理由は、次のようであるη}。①本人に知 らせないほうが望 ま し

い記載事項の存在。②他生徒のプライバシ イの侵害。③教師の主観的判断による評価の説明

困難。④府教委選抜要項の相対評価 による序列化の説明困難。⑤公正 さ ・客観性のための秘

密保持。⑥本人 ・保護者か らの圧力による混乱回避の必要。⑦教師の教育評価権の確保 ・侵

害防止,,⑧ 調査書 を非開示 とする法規 ・行政解釈の存在。⑨時間的、物理的対応不能。

又、上記、内申書非開示決定 に対する森本 さんの異義申し立てを棄却する理由 として同市

教委が挙げた理由は、主 として次の ようである18}。①調査書の 「公正、客観 性を担保 す るた

めには、その記載内容が制度上秘密であることが要請 される」。②仮 に開示 を認め ると、 開

示を受 けた生徒 と受けない生徒 との問に不公平を生 じる。③ 内申書の取 り扱 いは統一 して対

処す る必要があ り、一一つの地域で内申書の開示 を一般 化すると、隣接地か らも進学する高校

の同一学区内で公平な扱 いとはいえな くなる、④本人への開示 を前提 に作成 された内申書は、

高校側で、信頼できる公正な資料 として活用できない と判断されるおそれがある。⑤ 同一学

区で一地域のみで開示す ると、開示 されない他市町 との協調関係、大阪府 との協調関係の維

持が図 り難 くなる'1㌔

(6)内 申書等の開示 と教育、教育学、教育法学上の諸問題

①内申書 、指導要録、「性格 テス ト」等の教育上の自己情報 を知る権利 は、 子 どもの権利

条約 も認めるように基本的には当然の権利である。それどころか、 自己自身について個別に

作成 された最 も基本的な情報であ って、そ もそ も 「個人情報公開条例」や 「公文書公開条例」

等の定める特別の手続 きによることな く、通知表のように作成 された時点で直接に本人ない

しその保護者 に当然知 らされるべ き性質の ものである。特に生徒 ・親が進路決定 をするため

の資料 として、又、内申書が教員による生徒支配の道具 として使われているとい う実態ない

しはその疑念 を一掃す るためにも、内申書 を本人ない し親に開示することは当然必要である。

②伝 えられるように、自校の生徒 を受験 において有利にするために私学受験 と公立高校受

験 との場合に応 じて実際の成績 に改変を加 えて内申書の成績 をつ けている場合がかな りある

とすれば、私立高校 を含めて全府的にあるいは全国的にそのような成績操作 をしないような

高校入試制度の応急改善が必要である。

③麹町中学校内申書事件に関連 して既 に考察 したように、仮に能力 による選抜 ・そのため

の資料 としての内申書の必要性 を当面は認 めるとして も、成長中の子 どもの教育 を受ける機
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会 ・権利の保障、思想 ・信条等 による差別の可能性の排除などのために、学科成績以外の事

項 は内申書の記述事項か ら削除す るべ きである。

④今 日の 日本で高等学校教育を受 けることは子 どもの人権 として認めるべ きであるとする

と、仮に選抜が認められるとしても、従来か ら言われている学区の縮小や総合選抜 による選

抜競争の緩和 に加えて、例 えば現在の義務教育の ように一定の高校 には入学で きる権利 を保

障 した上で、必要最小限の入試選抜 をす るなど、高校入学 ・入試制度の基本的な改善が要求

される。

⑤教育上の自己情報の本人開示 という一般的な問題 として考 えると、子 どもが準備 もな く

自己の欠陥や欠点、問題点を直接 に知 ることが必ず しもその子 どもの成長 ・発達の上で肯定

的に作用す るとは限らない場合があ りうる。子 どもの年齢 ・成熟 を考慮 した方法 ・制度(例

えば小学生等 の場合、本人でな く親に開示すること)を 、考慮する必要がある。

⑥情報公開 ということで考えると、学校の文書 ・情報 と行政機関の文書 ・情報 との扱 いを

区別 しかつ統一的に解明する法理を用意す る必要がある。

⑦そ もそ も、人一般の入学試験 や資格試験、就職試験等 の本人情報の 自己開示請求権が認

められるべ きであろう。

(六)子 ど もの私的 自由 とそれ に対 す る親の指示 ・指導の尊重

(1)私 的事項 ・学校外生活の自由の保障

フランスの1789年 の人権宣言第5条 にみられるように、法律 は社会 に有害 な行動で なけ

れば禁止することはで きず法律 によって禁止 されないすべての事柄 は妨げ られ得ない とい う

のが近代民主主義の法の理念である。これに基づけば、元来、頭髪や服装、個人の家庭生活

その他の私的行動は法律 に反 しない限 り個別の人権規定を待つ まで もな く憲法上の保障 を受

ける個人的 自由 という法的な権利であ り、そもそ も学校や国 ・行政機関等が法律の根拠 もな

く規制すべ き事項ではない。 日本国憲法第13条 も、各個人の 自由及 び幸福追求 の権利 は公

共の福祉 に反 しない限 り最大限に尊重すべ きことを定めている。

子 どもの権利条約が髪型や服装 を子 どもの自由 ・権利 として保障す るという直接的な明文

の規定を欠いているのは、近代民主主義 の法の精神 によれば余 りにも当然のことなので敢え

て触れていないのであると考えられる。

頭髪、服装、その他の私的事項 、家庭 ・校外生活は、個別法規の明文の規定 を待つ まで も

な く、子 どもを含 む個々人の憲法上の個人的自由 として保障 されるべ きものである。

今 日、学校が生徒規則(校 則)等 によ り、男子丸刈 りや女子おかっぱ等 の髪形、制服やカ

バン、靴、靴下、下着の色、その他の服装 ・持ち物、放課後や休暇 中の遊び、交友 ・男女交

際、外出 ・旅行、アルバイ トやバイクの所有 ・免許取得 ・運転など、本来、集団 として定め
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る必 要 のない私 的事項 や家庭 生 活 ・校外 生活 に関 して まで児童 ・生徒 を規制 してい る例 が広

くみ られ るが 、それ らは上述 の私 的 自由の保 障の観 点 か ら改 め られ なけ ればな らない。

確 か に、例 えば休暇 中の生 活規律 や家 庭生 活の習慣 、挨拶 の仕 方、礼 儀作 法 な ど、個人 的

自由 に属す る事項 につ いて も、学校教 師が子 ど もを教 育 ・指導す るこ とが望 ま しいが、 それ

らは一 律 に規 制す るべ きで はな くて、個 々の生 徒の個 別の事 情 をも理解 し、 自由 ・自己決 定

を尊重 ・奨励 す る こ とを基 本 と して指 導 ・教育 す るべ きで あ る。

(2)子 どもの個 人的 自由 に対 す る親 の指 示 ・指 導 の尊重

① 条約 第5条 は、「この条約 にお いて認 め られ る権 利 」 を子 ど もが行 使 す るに あ た って そ

の親 ・法 定保護 者等 が適 当 な指示 ・指 導 を行 う責任 、権 利及 び義務 を締約 国が尊 重すべ きこ

とを定 めて い る。② 又 、条 約第18条 は、親 ・法 定保護 者が子 ど もの養育upbrlllg,d'ξlever

及 び発達devel。pment,dξveloppementに 対 す る 第一 次 的 責 任theprimaryresponslbili℃y,

iareSponsabllitξallpremlerchefを 有 す る こ と、国 は親が この責任 を果 た す こ とがで きる

よ う適 当な援 助 を与 え るべ きこ とを定 めて い る。

条約 の これ らの規定 によ って も確 認 され る よ うに 、上述 の 、児童 ・生 徒 の個 人的 自由に属

す る事 項 に関 して は、生徒 の親 の指 示 ・指 導 の責任 ・権利 ・権 限 は教 師 ・学校 の それ よ り優

先す る もの と して尊重 され ねば な らない。

児童 ・生徒 の個 人的 自由に委 ね るべ き事 項 に関す る生徒規 則等 につ いて は 、 髪形 、 服 装 、

バ イ ク等 を含め て 具体 的内容全 般 につ いて既 に別 の機会 に検 討 したの で2り'、以 下で は特 に新

しく言 及すべ き問題の 若干 につ いて述べ る。

(3)制 服 訴訟最 高裁判 決(90年3月29日)

千葉 県夷 隅郡大 原町 の司法書 士が 、長女 が 昭和62年4月 、 町 立 大 原 中 に 入学 した際 、 制

服 を注文 し、代 金4万4100円 を請 求 され、 「制 服 の着用 の強制 は、表現 の 自由 を保 障 した 憲

法 に反す る」 と千葉 県 を相 手 に上記 制服代 金 の支払 い肩代 わ りを求 め提訴 した。 この上告 審

判 決で 、1990年3月29日 、最高裁 第 一小法 廷 は、原告 の訴 え を退 けた一 、二審 を支 持 、 上

告棄 却 の判決 を言 い渡 した2U。

判 決文 その もの は未 入手 なの で この訴訟 につ いて詳論 はで きない。 しか し、体 育 ・実 習 そ

の他 の場 合で安 全保 護上 ・教 育上 の特別 の必 要性 の ない限 り、既 述 の よ うに服装 は生徒個 人

の 自崩 に任 せ られ るべ きで あ る。 国公立 学校 が中学生 に父 母 の費用負担 を ともな う制服等 を

強制す るこ とは原 告 の主張す る ように憲 法 の義 務教 育無償 の規 定 に反 す る ほか 条約 第28条

第1項 が例示 す る中等教 育 の無償化 等 に よる機 会 の平 等化 に も反す る。服 装 は、条約 によ っ

て第13条 の表現 の 自由 と して も保護 され るべ きで あ る。

(4)バ イ ク 「3な い」 規制等 の動 向

①1989年3.月 実施 ・90年7月6日 発 表 の文部 省の全 国実態調 査 ≧`}による と、 県 全体 で統

一 した 基準 を設 けて高校生 の バ イク(原 動機 付 き自転車)や オ ー トバ イ(自 動2輪 車)の
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「免許をとらない ・車を持 たない ・乗 らない」の 「3な い運動」 を展開 してい るの は、現在

も31府 県に上 っている。 しか し、二輪車事故による16-18歳 の死者(運 転者のみ)は 、78

年の450人 か ら80年 代後半 には年間700人 台へ と、年々増 え続けた。 このため、政府の交通

対策本部 は89年7月 に 「安全教育」 に重点を置いた2輪 車の事故防止対策 を改 め、実技 や

交通法規 を教えるなど 「安全教育」の徹底 を求める通知を出 した。上記文部省調査によると、

バイク(原 動機付 き自転車)の 免許 について全面禁止の学校 は、前 回調査(85年 度)で は

全体の30.7%に 上っていたのが、今回は全体の22.8%に 減少するなど 「三ない」規制緩和 ・

見直 しが進行 している。

②茨城県や神奈川県では高校生 を対象 としたバイクの実技指導等が学校 の公認の もとに進

められている23)。全国で も厳 しいと見 られる 「4+1な い」規制 を進めて きた神奈川県で も

89年 か ら県立津久井浜高、91年 から県立川崎南高校など生徒の運転免許 の取得 を自由に認

める 「届出制」に踏み切 った。91年 度か ら神奈川県教委保健体育課 は積極 的に指導 による

事故の防止 を目指 している。同課によると、県立高校111校 のうち昨年バ イクの実技指導 を

実施 したのは72校 で一昨年 より20校 増えた。バ イク通学を認めているのは65校 に達 してい

る。

(5)東 京地裁オー トバイ退学処分違法判決

東京都葛飾区の私立修徳高校のオー トバ イ免許取得 を禁止 した 「校則」違反 をめ ぐる訴訟

で、1991年5月27日 、東京地裁 は、生徒規則 に反 してオー トバイの免許をと り運転 した こ

とを理由に退学処分に したことは、「社会通念上著 しく妥 当性 を欠 き…違法 な処分であ る」

とし、 「被告 は原告に対 し、金108万4700円 を支払え」 との判決 を下 した。妥 当性 を欠 く

処分に歯止め をかけて生徒の教育 を受ける権利の保護に資す ることは、評価できる。

しか し、その判決はオー トバイ免許取得 を禁止 した 「校則」自体 は適法 ・合理的であると

し、次のような理由を述べている24)。

①「(校則の憲法13条 違反について)憲 法の規定は、専 ら国又 は公共団体 と個人 との関係

を規律するもので、私人相互の関係 を直接規律することを予定 しない。」② 「高等学校 も、…

在学する生徒 を規律する機能を有する。学則等の規定は、在学関係 の目的 と関連 し、内容が

社会通念に照 らして合理的なものである限 り、生徒の権利や自由を制限するというだけで無

効 とはならない。」③ 「学校設置者は、生徒 を教育するという在学関係成立の 目的に関連する

限 りで生徒の校外での活動についても規律することができる。…本件高校 をとりまく事情の

下では、これ を規制す ることも、学校設置の 目的達成のために許 される。」④「本件高校にお

ける免許取得 ・バイク乗車の禁止の校則は、社会通念上十分理性 を有す る。」

この判決理由の問題点については、次の最高裁判決 と合わせて論ずる。

(6)鎌 形学園バイク事件最高裁判決

1991年9月3日 、最高裁第三小法廷は、1982年10月 バ イク禁止 の校則違反 を理 由に 自
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主退学 をさせ られた元生徒が原告 とな り 「バイク禁止の校則や処分は違法、不当」 として学

校法人鎌形学園(千 葉県酒々井町)に 慰謝料三百万円を求めた訴訟の上告審判決 を下 した。

判決は、「校則 は社会通念上不合理 とは言 えず、自主退学勧告 も違法ではない」 と して原告

の請求 を退けた二審 ・東京高裁判決 を支持、原告の上告を棄却 した。一一、二審判決によると、

原告は鎌形学園経営の東京学館高校二年生だったig81年9月 、友 人に貸 したバ イクが検 問

中の警官 をはねて重傷 を負わせ るひき逃げ事故 を起こしたことか ら免許取得が発覚、自主退

学の勧告 を受け退学 した。

判決は、① バイク禁止校則が財産権、幸福追求権などを定めた憲法 に反するとの原告の主

張について、「私立学校の ような私人間の関係では、憲法 の規定 はその まま適用 されない」

との判例 を踏襲。「校則や 自主退学勧告が違憲か どうか論 じる余地はない」 とした。②「三な

い運動」の結果、事故が減少 したことなどを理由に 「校則 は社会通念上、不合理 とは言えな

い」 とした一・一、二審の判断 を支持。「三ない運動」 を定 めた校則 は妥 当 との判 断 を示 した。

③ 自主退学勧告の妥当性 について 「事故が社会や生徒 に与えた衝撃が重大で、反省の態度が

見られず家庭の指導協力 も得 られない以上、退学勧告 はやむを得ない」 とした一、二審判決

を正当と指摘 、原告側の主張 をすべて退けた鮒。

(7)バ イク問題解決の在 り方

①既述 のように、子 どもの権利条約は、いわゆる市民的 自由の権利については他人を害す

る場合や公共の秩序 を害する等の場合等に限 り、かつ、法律 に定める場合 にしか制限でない

とするものである。この論理は、既述の ように、憲法上の個人的 自由にも適用 しうるはずで

あるが、バイクやオー トバイ運転 については加えて道路交通法の免許により明確 な個入の権

利 としての法律上の保障 を受けるべ きものである。上記東京地裁判決及び最高裁判決は、こ

の ような法理に反 している。一つの方向は、バ イク等の運転 ・免許取得 ・所有は生徒本人及

び親の自由 と責任の問題であ り、学校 は通学問題 として以外は規制 を加えない。関与すると

すればバ イク等の危険性の周知 を含む安全教育を行 いそのための届け出制度をとるという方

向である。

同時に、高校生のバイク、オー トバイによる事故 は他人を傷つけに本入と親にとっても重

大な事態 を生 じうる深刻な社会問題であ り、慎重な対応が望 まれる。

②高校生のバイ ク等の運転が真に危険であるならば道路交通法第88条 第1項 第1号 を含

む自動車運転免許制度の改正が必要であ る。

③ また、生徒 ・親集団の多数意思 によって個別の学校 において学校の規律 としてバイク等

の所有 ・免許の取得 ・運転等 を規制することがで きるようにするためには、学校 にそのよう

な権限 を与える法律が定められその手続 きに従 うことが必要である。

④現行制度の もとでは、憲法上の個人の自由 と法律に基づ く運転免許による個 人の権利 と

を尊重 して、学校 による生徒に対する二輪免許、原付免許の取得等の規制は、入学時等にお
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ける学校 と生徒 ・親 との個別の合意による契約(入 学 ・在学契約の付帯条項)等 としてなら

ば成立 し得 る余地がある。この場合、実質的に学校 による一方的強制 にならないための仕組

みが必要であるとともに、子 どもの意思を尊重 しながら指示 ・指導 を与える親の責任 ・権利 ・

権限の適切 なあ り方が追求されなけばな らない。

おわ りに

以上の考察 ・論述 を通 じて、今 日の日本の学校の管理主義教育 を支 えている法規 ・制度 ・

慣行に果た している文部省や最高裁の役割の大 きさを改めて感 じる。その立場 ・思想の根幹

は、「学校 は教育 目的達成のため必要な範囲内であれば法律の根拠 に基づ かな くて も児童 ・

生徒の自由や人権、権利 を制限できる」 というものである。子 どもの権利条約 は、本稿で論

じて きたように、特にいわゆる市民的権利 については特定の場合で しかも法律の定める場合

以外、子 どもの権利は制限で きない とす るものであ り、上記の ような人権 ・権利 の軽視に真

向か ら対抗する ものである。それ故、子 どもの権利条約批准 は極めて重要であ る。 同時 に、

憲法 ・教育基本法の存在 のもとで も学校の管理主義教育等が進行 して きたこ とを考 える と、

憲法 ・教育基本法 ・子 どもの権利条約の原則 と規定の実現を求めなが ら、教育の具体的な局

面で一つ一つ具体的に子 どもの権利 を保障 ・発展 させてゆくことこそ重要 と考える。

主
三
一口

1)次 の先行研究 を基調 として参考 に した。

①子 どもの人権保障を進める各界連絡協議会 ・学

習研究委員会 ・現行法制検討小委員会報告 「『子

どもの権利条約』 と国内法の問題点」、『教育評論』

1990年3月 号。②永井憲一 ・寺脇隆雄編 『解説 ・

子どもの権利条約」、 日本評論社 ・1990年5月 。

2)前 掲 『解説 ・子 どもの権利条約』73頁 。

3)生 徒規則等については、下記 の拙稿 で、

その概念および法的性格、要点後述の制定 ・改廃

への生徒参加 の現状 を含め、総括的に論 じた。

「生徒規則(校 則)の 検討」・関西教育行政学会

『教育行財政研究』第16号 ・1989年4月 。後述の

生徒参加実態調査は、①坂本 『生徒規則マニュア

ル』 ぎょうせい。②打田 「公立中学校 における校

則(生 徒規則)に 関する調査研究」兵庫教育大学

大学院教育経営コース調査報告書。③大阪弁護士

会少年問題対策特別委員会報告書 『子 どもの人権

と校則 ・懲戒』83-4頁 。

4)、5)1984年 ・労働旬報社刊 『戦後 日本教

育判例体系』第3巻 所収

6)文 部省教務研究会編集 『最新学校教務質

疑応答集』 ぎ ょうせい刊 ・加除式1982年 現在、

1917-8頁 。

7)1971年3,月 、東京都千代田区立麹町中学

校 を卒業 したが、内申書 に 「全共闘」等 と書かれ、

五つの高校入試で不合格 とな り、卒業式にも出席

できなかった保坂展人氏が、都 と千代田区を相手

取 り三百万円の損害賠償 を求めた 「内 申書訴訟」

に関 して、1988年7.月15日 午前、最高裁第二小

法廷で上告審判決が言い渡された。香川保一裁判
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長は 「内申書 は外部的行為 を記載 しただけで、違

憲主張は理由がない」と述べ、卒業生の上告を棄

却 した。この最高裁判決 は次のように述べている。

「原判決によると、本件中学校 においては、学

校当局の許可を受けないで校内においてビラ等の

文書を配布すること等を禁止する旨を規定 した生

徒会規則が存在 し、本件調査書の備考欄等の記載

事項中、上告人が麹町中全共闘を名乗 って機関紙

「砦」 を発行 したこと、学校文化祭の際 ビラまき

を行ったこと、ビラを配布したり落書 きをしたこ

との行為がいずれ も学校当局の許可な くしてされ

た ものであることは、本件調査書に記載 されたと

ころか ら明らかである。

表現の自由であるといえども公共の福祉によっ

て制約 を受けるものであるが、前記の上 土人の行

為は、いずれも中学校における学習とは全 く関係

のないもの というのであ り、かかるビラ等の文書

の配布及び落書を自由とすることは、中学校にお

ける教育環境に悪影響 を及ぼ し、学習効果の減殺

等学習効果 をあげる上において放置で きない弊害

を発生させる栢当の蓋然(が いぜん)性 があるも

のということがで きる,,か かる弊害 を未然に防止

す るため、右のような行為 をしない よう指導説得

することはもちろん、前記生徒会規則において生

徒の校内における文書の配布 を学校当局の許可に

かからしめ、その許可のない文書の配布 を禁止す

ることは、必要かつ合理的な範囲の制約であって、

憲法21条 に違反するものでない ことは、昭和58

年6月22日 最高裁大法廷判決の趣旨に徴 して明

らかである」(毎 日新聞1988,07.15夕 刊 「内申書

訴訟.1轡 審の判決理由要旨」)。

判決全文お よび上告理由は 『判例 タイムズ』

No.675、 霧テ」{又、

8)以 上4点 に付 き ぎ解説 ・子 どもの権利条

約』83、84頁 参照。

9)【 事例】東京都江戸川区 日本基督教団小岩

教会牧師沢正彦氏の娘2人 が区立小岩小に通 って

いた昭和57(]982)年6月 の 日曜1二前中に同小

学校で父母参観特別授業が行われた、,2人 は毎臼

曜臼、教会学校で礼拝などに参加 していたため、

この授業 を欠席 した ところ学校側は、欠席扱 いと

して指導要録に記入 した。このため、2人 の児童

と両親は 「礼拝は信仰生活の中の核心的な宗教行

為で、最大限に尊重 されるべ きだ。 謬欠席』 が指

導要録に記入されれば外部か らの照会などで不利

益 を生 じる」「学校が欠席扱いに したのは、憲法

20条 が保障する信教の 自由に反す る」 な どと し

て、東京都や江戸川区などを相手 に、欠席処分の

取 り消 しと損害賠償 を求めて提訴 した。裁判の中

では、(1)キ リス ト教徒 に とって 、礼拝が 日曜

朝に行 われ ることは古 くから確立 してい る(2)

親が子に信仰を伝えるのは、家庭教育の重要な側

面であり、学校教育は休 日を奪 ってまで親の教育

権を侵害すべきでない、 と主張。1986年3月20

β、東京地裁民事3部 山本利敏裁判長 は、「多 く

の父母に出席 してもらうため、校長が日曜}ヨに授

業を行うことに違法はない。宗教上の理虫で出席

を免除するのは、公教育の宗教的中立性 を保つ上

で好 ましくない」 と し、「欠席処分の取 り消 し」

については、「指導要録への欠席の記入は、行政

処分ではない」 と、訴えを却下。損害賠償につい

ては 「公教育が信仰上の集会と競合するのは、日

曜 日だけには限らず、合理的根拠がある場合、集

会は一定の制約 を受けざるをえない。欠席処分で

こうむった不利益は受忍すべ き範囲内」などとし

て請求を棄却 した。 似 上 、朝 日新聞1986.03.21

朝刊。判決全文は、『判例時報』1185号 、所収。)

10)「 一、原判決が学校教育法施行規則五四条

の三に規定する調査書(以 下 「調査書」 という。)

として送付 された本件調査書には、上告人 ・保坂

の思想、信条にわたる事項又はそれと密接な関連

を有する上告人の外部的行動 を記載 し、思想、信

条を高等学校の入学者選抜の資料に供 したことを

違法でないとしたのは、教育基本法三条 一一項 、憲

法一九条に違反するものとする点について

原審の適法に認定 したところによると、本桝調

査書の備考欄及び特記事項欄にはおおむね 『校内

において麹町中全共闘を名乗 り、機関紙 置砦垂 を

発行 した。学校文化祭の際、文化祭紛砕 を叫んで

他校生徒 と共に校内に乱入 し、ビラまきを行った。

大学生ML派 の集会に参加 している。学校側の指

導説得をきかないで、ビラを配 った り、落書 きを
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した』 との記載が、欠席の主な理由欄には 『風邪、

発熱、集会又はデモに参加 して疲労のため』 とい

う趣旨の記載が されていたというのであるが、右

のいずれの記載 も、上告人の思想、信条そのもの

を記載 した ものでないことは明らかであ り、右の

記載に係る外部的行為によっては上告人の思想、

信条 を了知 し得 るものではない し、 また、上告人

の思想、信条 自体 を高等学校の入学者選抜の資料

に供 した ものとは到底解することができないから、

所論違憲の主張は、その前提 を欠 き、採用できな

いo

なお、調査書は…その選抜の資料の一 とされる

目的に適合するような生徒の学力はもちろんその

性格、行動に関しても、それを把握 し得る客観的

事実 を公正に調査書 に記載すべ きであって、…」。

「三、所論 は、教師が教育関係において得 た生

徒の思想、信条、表現行為及び信仰に関する情報

は、調査書に記載することによって志望高等学校

に開示することができないものであるにもかかわ

らず、この情報の本件調査書の記載を適法 とした

原判決は、憲法二六条、一三条に違反する旨を主

張するのであるが、本件調査書の備考欄等の記載

は、上告人の思想、信条そのものの記載でもなく、

外部的行為の記載 も上告人の思想、信条 を了知さ

せ、また、それを評価の対象 とするものとはみら

れないのみならず、その記載に係 る行為は、いず

れも調査書に記載 して入学者の選抜の資料 として

適法に記載 し得るものであるから、所論違憲の主

張は、その前提 を欠き、採用できない。」(注7)

に前掲の 「判決理由要旨」)

11)【 大阪府立高校における生徒規則の例】

①k高:懲 戒 される行為:(1)無 断で団体等

を結成 した場合。②n高 、i高:学 校の内外 を問

わず、団体を結成 した り、団体 に加入 した りする

ときは、事前に生徒指導部に願い出て、学校の承

認を得 ること。③m高:集 会等 には責任者 を明 ら

かにし、必ず指導教員がつ く。④m2高:許 可願

い4.校 外での…集会…。提出先 生活指導部。

⑤k2高:高 学校の内外 を問わず、本校生徒 とい

う身分において団体を結成 しようという場合には、

係の先生に届け出て、その指導を受けること。⑥

i2高:学 校内外で、生徒の集会を計画する場合

は、あらか じめ生徒部の許可を受けること。⑦f

高:生 徒 として外部諸団体(ス ポーツ団体を含む)

に加盟、参加、出場等をする場合は学校長の許可

を必要 とする。⑧s高:校 外に於いてクラスや部

の催す会食(パ ーティ)は 、学級担任 ・部顧問の

付 き添いのいかんにかかわらず認めない。⑨t高:

学校内外で生徒の集会を計画する場合は、必ず生

徒指導部に事前に届 け出て許可を受ける。m高:

同旨。⑩s2高:集 会 ・文書配布 ・署名運動 ・掲

示 ・拠金 ・物品販売 ・同好会の結成:す べて事前

に生徒指導部の指導許可を受けて実施する。⑪i

2高:2.学 校の内外で諸種の行事 、集会 、催 し

物、試合等を行 う場合、関係の先生の承認を受け

て、その指導の もとで行 うこと。3.対 外試合 、

校内外の集会催 し物等への出場、参加の場合や校

外諸団体への加入は、顧問又は担任の先生の承認

を受けること。⑫a高:遠 足 ・会合等 を計画する

ときは、あらか じめその内容 を学校の届け出て、

その承認 を受けること。⑬t2高:学 校の内外 を

とわず、集会 した り、団体 を結成 した り、他の団

体に加入 した りするときは事前 に生徒会指導部に

届け、学校の承認 を受 けること。

以上、各校 『生徒手帳』等からの抜 き書き。

【中学生のロ ック ・コンサー ト参加の規制】

1990年7月29日 、八代市の市制50周 年記念事

業の1つ として催されたロックバンド「ハウンド・

ドッグ」のコンサー トに対 して、熊本県八代市内

の10校 の中学のうち9校 で、チ ケ ット代(4120

円)が 高すぎる、終演時刻(午 後9時)が 遅 い、

会場(屋 外)付 近は夜間は危険、などを理由に生

徒の参加 を禁止 した。生徒の要求、バ ンド側の好

意等を経て91年3月 の再 コ ンサー トには条件つ

きなが ら参加が認められた。(朝 日新 聞91年2月

16日 、夕刊)

12)【 高等学校生徒会の連合的な組織 について1

(1960.12.24文 部省初等中等局長通達)

「(高校生の)連 合組織が結成 されれ ば、生徒

会活動 は外部の好ましくない勢力によって支配さ

れ、学校の指導も及び難 くなることはこれまでの

例に徴 しても明らかであ り、それは もはや学校の
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教育課程範囲か ら二逸脱 している ものといわざるを

えません。

このような見地から、高等学校生徒会の全国的

または地域的な連合組織 を結成 したり、それに参

加することは、教育上好 ましくない と考 えます。

よって、貴管下の各高等学校に対 し、この趣旨

を徹底 し、生徒会活動 にそれぞれの事情に即 して

適切な指導が行われるよう御配慮願います。

なお上記の連合組織には、学校の指導監督のも

とにあるクラブの連合組織を含むものではあ りま

せんので念のため串し添えます。」

【高等学校における政治的教養 と政治的活動 に

ついて!(各 都道府県教育委員会教育長、各都道

府県知事、付属高等学校 をおく各国立大学長、各

国立高等学校長あて。文部省初等中等教育局長 よ

り送付 、1969年10月31日 「文部省見解」。 「」 内

は抜 き書 き、[]内 は要約。)

①「国家 ・社会としては未成年者が政治的活動

を行 うことを期待 していないし、むしろ行わない

よう要請 しているともいえる」。② 〔生徒は心 身

ともに発達の過程にあるので]ヂ 教育的立場か ら

は、生徒が特定の政治的影響 を受けることのない

よう保護する必要がある」③「生徒が政治的活動

を行うことは、…学校が…行っている政治的教養

の教育の 目的の実現 を阻害するおそれがあ り、教

育上望ましくない」④「生徒の政治的活動 は、学

校外活動であって も、何 らかの形で学校内に持ち

込 まれ、現実には学校の外と内との区別な く行わ

れ、他の生徒 に好 ま しくない影響 を与える」⑤

「生徒が学校内に政治的な団体や組織 を結 成する

ことや、放課後、休 日等 においても学校の構内で

政治的な文書の掲示や配布、集会の開催などを行

うことは、教育上望 ましくないばか りでな く、教

育の場が政治的に中立であることが要請 されてい

ること、他の生徒 に与える影響、学校施設の管理

の面等から、教育に支障があるので学校が禁止す

るのは当然である」⑥「放課後、休 日等に学校外

で行われる生徒の政治的活動 は、…学校が教育上

の観点から望 ましくないとして生徒 を指導するこ

とは当然であること。(原 文では改行 一引用者)

特に違法なもの、暴力的なものを禁止することは

当然であるが、その ような活動になるおそれのあ

る政治的活動についても制限、禁止することが必

要である司

直接条約第15条 に触 れるのは、 上記⑤である

が、全体を通 じて子どもを専 ら保護するべ き対象

としてとらえていることが明白 ・濃厚であ り、条

約第12条 、第13条 、第14条 の権利に触れること

も明白である。特 に条約 第13条 の政治的表現 ・

情報の自由に否定的な③、④ 、⑥については本稿

(二)の(4)の ① と同様の批判が当てはまる。

13)最 近の事例 ①87年 中学 玉年生、88年 中

学2年 生の女子 を学校の健康診断の際パ ンツ1枚

にさせている(高 崎市、90.09,13朝 日朝刊群馬版)。

②東京都立東村山西高 校で、1990年10月 、授 業

中に開いていた手帳を担任教師が没収 、「返 して

ほしい」「何が書いてあるのか」 などのや りと り

を経て、「この手帳があると先生 も見た くなるの

で、いっしょに燃やそう」 と手帳を燃や して しま

うなどの 「特別指導」の末、当該女子生徒が結周、

退学届けを出すに至った(91.0327朝 日新聞朝刊)。

③90年7月 、小学校教 員2人 が福岡市及 び周辺

2市]郡 の82中 学校 の生徒会宛に 『生徒 入権手

帳』 を郵送 したところ福岡市内の9中 学校では校

長ない し教頭が勝手に返送した(『 ヂル ドレンズ ・

レポー ト』91年4月 号)。

14)① 「性格テス ト」には、「生徒理解多面的

検査1「 問題行動予測診断」など種 々がある。東

京都の区部では練馬、渋谷 など六区の中学校で部

分的に行われている。練馬区以外の他区は、民間

業者が発行するテス トを使 っている、,種類は様 々

あるが 、生徒が学校で回答 した後は、業者がコン

ピューターで診断、一人ずつの 「非社会的問題傾

向」や神経質などの 「性格特性」を五段階で評価

するなどの分析 をしたうえで各学校 に返送する。

この結果 は例外な く、親や子には知らされず、担

任教諭 らが指導 目的のためにのみ、活用している。

質問項 目は、「悪へ きに悩んでいる」「自分の容姿

がきらい」など様々で 「はい」「いいえ」 で答 え

る形式がほとんど。(89.05,31東 京読売朝刊)

②千葉県立高校の～部で も使われている。学校

現場では生徒や親にきちん とした説明 もな しに実
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施されてお り、従ってテス トを受けた くない生徒

に対する人権侵害の疑いがある、テス トの結果が

本人には全 く知 らされない場合が少ないないのに

結果を判定する業者にはデータが渡され、プライ

バシー保護の点で疑問がある、との疑問が発せ ら

れている。(89.10.24朝 日新聞朝刊千葉版)

③名古屋市東部の中学校では、数年前から日本

文化科学社(東 京都文京区)の 「日文式 児童 ・

生徒の意見 ・態度 ・悩み調査」(PST・AD)を 取 り

入れている。調査後、教 師の手元に届 く教師用の

各生徒1枚 ずつの 「個人診断票」には情緒安定性

や劣等感 など10項 目が5段 階で示 されるほか、

「反抗 ・攻撃」「登校拒否 ・対人不適応」 「虚言 ・

か くれ非行」など8項 目の問題行動傾向や 「教師

に不満がある」「異性 とのことで悩 む」 な どの悩

み、不満が19項 目あ り、 い じめ っ子 タイプかい

じめられっ子 タイプか、またその傾向の度合い ま

でも分かるようになっている。(90.5.2朝 日新 聞

夕刊)

15)野 坂実 「情報公開制度をもつ自治体一覧」・

『月刊子 ども』1990年8月 号。

16)「 行政機関の保存する電子計算機処理に係

る個人情報の保護 に関する法律」(昭 和63年 法律

第9号)

第一三条 何人 も、保有機関の長に対 し、自

己を処置情報の本人 とする処置情報(個 人情報

ファイル簿に掲載されていない個人情報 ファイ

ルに記録されているもの及び第七条第二項の規

定に基づ き個人情報ファイル簿に記載 しないこ

ととされたファイル記録項 目を除 く。)に つい

て、書面により、その開示(処 置情報が存在 し

ないときにその旨を知 らせ ることを含む。以下

同 じ。)を 請求することができる。 ただ し学校

教育法(昭 和二十二年法律第二十六号)に 規定

する学校における成績の評価または入学者の選

抜 に関する事項を記録する個人情報ファイル、…

については、この限 りでない。

第一四条 保存機関の長は、開示請求に係 る

情報処理について開示することにより、次の各

号のいずれかに該当することとなると認める場

合には、当該処理情報の全部又は一部について

開示をしないことができる。

一 次に掲げる事務のいずれかの適正な遂行

に支障を及ぼすこと。

二 学識技能に関する試験、資格等の審査、…

その他 これらに準ずる評価又は判断に関する

事務

17)下 記① をもとに、②、③、④ を参考 とし

て筆者がまとめた。①高槻市教育委員会教育長藪

重彦 より高槻市個人情報保護審査会会長山中永之

佑宛 「弁明書」(高 教教第686号 平成3年2月13

日)。 ②市教育長宛市審査会会長答申 「異義申し

立てに対する決定について」(高 個査答申第1号.

平成3,月2月28日)。 ③訴訟の原告代理人 とな っ

た岩佐嘉彦弁護士の3/21関 西子 どもの人権研

究会における報告。④4/4大 阪高等学校教育法

研究会における峯本耕治弁護士の報告。

18)森 本氏宛高槻市教育長 「異義 申 し立てに

対する決定」高教教第231号 平成3年6月7日 。

19>な お、他方で同市教委 は公 開請求の背景

として進路指導にかかわる個人情報の提供の不備

や、学校教育に対する不信があることを認め、そ

の改善策として、現在の中学3年 生の進路指導か

ら、生徒の相対評価 を記 したカー ドを作成、進路

指導の際、本人や保護渚 から要求があれば提示 し

ていく方針を明 らかに した(91。6。8、朝 日朝刊)。

20)注3)に 前掲の 「生徒規則(校 則)の 検

討」。

21)1990年3月30日 、毎 日新聞朝刊。

22)1990年7月7日 朝 日新聞朝刊、報道。

23)朝 日新聞90.4.17朝 刊茨城版、同91.2.1朝

刊神奈川版など。神奈川県教委の記事は、同91.2.

6朝刊。

24)91.05.27朝 日新 聞夕刊 「オー トバ イ禁止

校則訴訟の判決理由く要旨〉による。判決全文は

『判例時報』1387号 、所収。

25)91年9.月3日 共同通信による。

一1991年9月10日 一
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